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重点整備区域での事業期間を２年短縮
　津市では、南海トラフ巨大地震に伴う津波災害の復旧・復興を見
据え、特に沿岸部の都市部での重点的実施を目的とした「津市地籍調
査事業計画」を策定し、地籍調査の取り組みを強化してきました。
　平成27年度に始まったこの計画では、事業計画期間を10年間と定
めていましたが、地域住民の皆さんの協力でスムーズな立ち会いが
できたことや、国や三重県の財政支援などで計画の前倒しが可能と
なり、事業期間を２年短縮した８年間とする見通しが立ちました。

予算の増額と人員の増加で加速

　今年度も予算の増額や人員の増加を行い、体制を強化しました。
今後も国に対する積極的な予算要望や事業効率化の検討を精力的に
行い、地籍調査事業を進めていきます。

　主に市町村が主体となって、土地の所有者・地番・
地目を調査し、境界の位置と面積を測量する地籍調
査。登記所に備え付けられている地図や図面の半分ほ
どが明治時代に作られた地図(公図)を基にしたもの
で、不正確なものも多く、地籍調査で現状に沿った正
確なものに更新できます。
　その成果は、境界トラブルの防止や効率的な公共事
業、迅速な災害復旧に活用でき、東日本大震災の復旧
時には速やかな復興への着手につながった例もあり、
全国的にその重要性が注目されています。

調査地区 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

香良洲①
香良洲②
香良洲②③
香良洲②③
河芸①
河芸②その１
河芸②その２
雲出①
雲出・高茶屋
河芸③
白塚・栗真
白塚
江戸橋・桜橋①
江戸橋・桜橋②

一筆地調査…一筆ごとの土地の境界などについて確認する調査
官民境界等先行調査…道路や水路などの公有地と隣接する民地の境界について確認する調査

2,803万円
6,983万円 7,018万円

２億1,133万円

２億4,294万円２億4,294万円

4,395万円
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業スケジュール

決算額(令和元年度は予算額)と人員
決算(予算)額 繰越額

担当担当 用地・地籍調査推進室用地・地籍調査推進室 用地・地籍調査推進課用地・地籍調査推進課

2人 3人 8人 8人 10人

調査費用の負担割合

国補助
50％
国補助
50％

市
25％

(うち80％は特別
交付税措置の対象)

市
25％

(うち80％は特別
交付税措置の対象)

県補助
25％

(うち80％は特別
交付税措置の対象)

県補助
25％

(うち80％は特別
交付税措置の対象)

実質負担は全体の５％実質負担は全体の５％

事業完了地区

重点整備地区

事業中地区

事業予定地区

正確な地図が
ある地区・法務
局による調査
予定地区

事業期間
10年間

(令和６年度まで)
▼

８年間
(令和４年度まで)

市河芸庁舎

市本庁舎

市香良洲庁舎

国道23号
Ｎ

重点整備区域内の取り組み状況重点整備区域内の取り組み状況

香良洲地域
立ち会い率 98%

２年短縮

モデル事業実施で

地籍調査を
さらに加速


